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JAXAの目指す姿
～地球低軌道から月・火星探査へ～
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2022年11月18日



はじめに

2写真提供 NASA 

2022年11月16日
アルテミス１打上げ

2022年11月18日
ゲートウエイ実施取決め署名及びＩＳＳ運用延長表明



3

©文部科学省

はじめに：国際的に共有された目標

 人類の活動領域の拡大

 新しい知識の獲得
（太陽系・生命の成り立ちの解明）

 経済発展の促進・ビジネスの機会

 先端技術の開発と応用

 パートナーシップ、若い世代の啓発

東京宣言より

 40を超える国から閣僚/政府高官が参加して開催。

第2回国際宇宙探査フォーラム（ISEF2)
2018年3月東京開催

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
国際宇宙探査は３年前の第２回国際宇宙探査フォーラムが開催されたところから、大きく動き出しています。４０か国を超える政府高官や宇宙機関が東京に集まりました。月・火星・その先の太陽系に探査活動が広く共有された目標であることが確認され、東京宣言では意義が取りまとめられました。人類の活動領域を拡大すること、新しい知識の獲得に加えて、経済発展の促進・ビジネスの機会の創出が共有されました。さらに、アポロ計画でもありましたように先端技術の開発、そしてＩＳＳのように国際平和への貢献、そして、教育、人材育成に貢献するものと識別されていました。国際的にも意識を共有して進められております。
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はじめに：人類の宇宙活動の発展

人類は、およそ20年毎に宇宙活動が発展している

1980 2000 2020 20401960

月着陸

有人宇宙飛行の黎明期

スペースシャトル

ミール

国際宇宙ステーション

地球低軌道への
高頻度飛行・長期滞在

地球低軌道での
持続的長期滞在

火星有人探査？

©NASA

人類初宇宙飛行 アポロ月着陸
@JAXA

@NASA

@NASA

@NASA

ゲートウェイ

地球圏外での長期滞在

民間ステーション

地球低軌道の民間利用

月面持続的滞在

地球低軌道の利用発展

複数の宇宙活動の発展
が始まる



低軌道活動～ISSとその後
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３

 全長108m、サッカー場の広さ。質量420ton。秒速8kmの速度で約400kmの高度を飛行。

ISS：国際宇宙ステーション概要

3400件以上の研究
350万回以上の地球観測

軌道上研究施設

宇宙飛行士滞在

現在7名の宇宙飛行士が滞在
（米国3名、ロシア3名、日本1名）
のべ464名の宇宙飛行士が滞在

科学教育

年間200万人以上の生徒が参加

探査・将来に向けた技術実証

軌道上実証

 日本、米国、ロシア、欧州、カナダの世界15カ国が
協力して建設、運用中。

 世界109か国が参加、研究や教育に利用。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
水色は宇宙基本計画記載項目から



ISS Extension Through 2030

• 米国政府は昨年末(米国時間)に
2030年まで運用を延長する方針を
発表し、各国・機関に対して協力を
要請。

• 各政府・機関は米国政府の要請を
受けて、延長に向けて現在検討中。
技術的な問題はない。日本国政府
は11月18日に延長を表明。
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• 延長期間はＩＳＳの取り組みの仕上げとともに、将来への移行期間と位置付けられて
いる。特に、宇宙機関の探査に向けた実証と民間利用の加速が進められる。

* https://blogs.nasa.gov/spacestation/2021/12/31/biden-harris-administration-extends-space-station-operations-through-2030/

今後：ISS運用延長（~2030年）

https://blogs.nasa.gov/spacestation/2021/12/31/biden-harris-administration-extends-space-station-operations-through-2030/
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“Starlaｂ”
Nanoracks, Lockheed 
Martin, Voyager Space

“Axiom Station”
Axiom

“Orbital Reef”
Blue Origin, Sierra Space

“名称未定”
Northrop Grumman

今後：将来の低軌道民間宇宙ステーション

国際宇宙ステーションを引き継いで低軌道の有人活動を行うために、ＮＡＳＡの支援を受け、
米国企業を中心に構想中。2030年頃の本格運用を開始予定。

様々な低軌道活動の活発化、輸送の増加、競争
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今後：2040年代に目指す姿

2040年代、低軌道が「持続的な社会・経済活動の場」「探査活動を支える基盤」となる

日本の官・民・学の多様なプレイヤーが地球低軌道で、持続的かつ自在に活動する



月・火星探査～米国のアルテミス計画と日本の対応
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米国アルテミス計画：概要

 アルテミス計画は、米国が提唱する月面への有人着陸に関するすべてのプログラムの総体。

月面探査だけでなく、2030年代に火星有人着陸を目標に掲げ、月面での持続的な探査活動を行う。

年

（2024年以降のイメージ図）2020年代後半2020年代前半
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米国アルテミス計画：主な要素

大型ロケット

有人宇宙船 有人月周回拠点

有人着陸船 無人探査ミッション



20１９年３月 2020年４月 202１年

ペンス前副大統領
２０２４年有人月着陸を発表

第5回国家宇宙会議

NASA
持続的な月探査計画発表

バイデン大統領/ネルソン長官
アルテミス計画を維持を表明

米国アルテミス計画：計画立案の流れ

20１７年１２月

トランプ前大統領
有人月探査とその火星探査を指示

宇宙政策指令-1（SPD-1）

© 内閣府
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2020年７月

ホワイトハウス

「深宇宙探査・開発の
新時代」発表

2020年１０月～

NASA
各国とアルテミス合意・
ゲートウエイMOUを締結

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
この提案に対して、日本として迅速に対応が進められました。米国政府の発表から半年後にには米国が主導するアルテミス計画、国際宇宙探査への参画について政府決定がされました。それを受けて、具体化が進み、昨年７月には、ゲートウエイと月面活動をまとめた日米月探査協力に関する共同宣言、１０月には月面活動のルール作りのアルテミス協定の合意、そして１２月にはゲートウエイの２国間協定に署名が行われ、迅速かつ着々と進んでいます。
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NASAが公表した
“持続的月探査・開発計画”

• 低軌道の有人運用を民間に移管しながら、ISSを月・火
星探査のためのテストベッドとして活用する等、 低軌
道活動の必要性も明示。

• 2024年の月面着陸以降、有人火星探査ミッションに向
けた準備として、持続的な月面活動を実現すべく、月
南極域に有人活動拠点Artemis Base Campを建設。

• Gatewayを活用した火星探査模擬ミッションやその場資
源利用技術等の月面革新イニシアチブも促進。

 NASAは2020年4月、「持続的月探査・開発計画：NASA’s Plan for Sustained Lunar Exploration 
and Development」を発表。

有人探査の主要領域として、地球低軌道、月、火星を設定。技術的に密接な連携を意図。

米国アルテミス計画：NASA持続的月探査・開発計画

ブライデンスタイン
NASA長官(当時)



15居住技術

原子力発電

資源利用他曝露ローバ

船外服

与圧ローバ

月面通信月面研究

米国アルテミス計画：持続的な探査活動への展望

月南極域に有人基地（ベースキャンプ）を構築。
その実現のための研究が進行中。



2020年7月 2020年10月 2020年12月

© MEXT

日米の月探査協力に関する
共同宣言（JEDI)

萩生田文部科学大臣-
NASA長官

アルテミス合意
（日本を含む8か国が署名）

Gatewayに関する
二国間協定に署名

日本政府-米国NASA

日本の月探査：参画の政策プロセス

20１９年１０月

国際宇宙探査への参画
について宇宙開発戦略本部

での総理指示

© 内閣府

© JAXA
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
この提案に対して、日本として迅速に対応が進められました。米国政府の発表から半年後にには米国が主導するアルテミス計画、国際宇宙探査への参画について政府決定がされました。それを受けて、具体化が進み、昨年７月には、ゲートウエイと月面活動をまとめた日米月探査協力に関する共同宣言、１０月には月面活動のルール作りのアルテミス協定の合意、そして１２月にはゲートウエイの２国間協定に署名が行われ、迅速かつ着々と進んでいます。
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日本の月探査：宇宙開発戦略本部会議決定

 2019年10月18日に正式に国際宇宙探査の参画方針を決定し、協
力項目について調整を進めることとなった。

「日本も、いよいよ月探査・宇宙開発に向けて新たな１ページを開きます。

火星なども視野に入れ、月を周回する宇宙ステーションの整備、月面で
の有人探査などを目指す米国の新たな挑戦に、強い絆（きずな）で結ばれ
た同盟国として、これまで『きぼう』や『こうのとり』で培った我が国の強みを
いかして参画することといたしました。その基本方針を本日、決定いたしま
した。」

今年は、アポロ１１号によって人類が初めて月面に大きな一歩を記して
から半世紀。アポロ計画は、全世界の若者に、夢と希望を与えるものです。
我が国も、米国を始め、幅広い国際協力の下、人類の新たなフロンティア
の拡大に貢献してまいります。」

「月において有人活動などを行う「アルテミス計画」を推進し、2020 年代後
半には日本人宇宙飛行士の月面着陸の実現を図る。」

 2021年12月28日に岸田総理大臣から日本人月面着陸の実現が示
された。



月
面
探
査
活
動
に
関
す
る
協
力

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

米国計画上の
主要マイルストーン

2024年
有人月面着陸

2020年代後半
持続的な月面探査本格化

与圧ローバーの
開発に向けた
技術実証

国際居住棟
（I-HAB）

ﾊﾞｯﾃﾘｰ等の機器の提供

③着陸地点の選定等に
資する月面の各種
データや技術の共有

ミニ居住棟
(HALO)

①Gateway居住棟への
我が国が強みを有する
技術・機器の提供

月極域
移動探査

ﾋﾟﾝﾎﾟｲﾝﾄ
着陸

環境制御・生命維持機器の提供
注）ミニ居住棟についてはNASAと米
国の入札企業との調整状況や、米
国の全体計画を踏まえながら調整

④月面探査を支える移動手段(与圧ローバ)に関する開発研究

注)点線囲みの取組については、
今後詳細について調整

2020年代中頃
Gateway本格運用開始

Gatew
ay

に
関
す
る
協
力

HTV-X1,2号機によるISS補給後
を活用した技術実証

地球高軌道での
ドッキング

②HTV-X／H3ロケットによるGatewayへの物資・燃料補給
(2026年以降）

2020年7月10日、文科大臣-NASA長官間で、月探査協力に関する共同宣言（JEDI)に署名した。

日本/JAXAの月探査：協力取組方針イメージ

©JAXA/TOYOTA



① 有人拠点(ゲートウエイ):
 生命維持/環境制御システム

 CO2除去、微量ガス除去、酸素分圧制御等

② 物資輸送： 地球→月周回拠点Gateway
 新型補給機HTV-X

 2号機で自動ドッキング実証を計画。

③ 無人着陸・探査ローバ
 小型月着陸実証機（SLIM）

 小型高精細の着陸実証

 月極域探査ミッション（LUPEX）
 月極域（米国VIPERとは異なる地点）の水氷探査を行う

④ 有人与圧ローバ：
 居住機能と移動機能を併せ持つことで、探査領域を格段に拡大（2020

年代後半の月面展開を目標）

19

Gatewayへの居住機能や
物資輸送での参画

月極域探査ミッション
（水氷探査を計画）

有人与圧ローバ
（広域探査）

小型月着陸実証機
（高精度着陸）

開発フェーズ

開発フェーズ※

開発フェーズ

開発フェーズ

開発研究

※Gateway補給対応型のHTV-Xの研究開発を進めている。

日本/JAXAの月探査：現行のプロジェクト

19

©JAXA /TOYOTA
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高信頼有人探査
技術の実証

持続的探査
インフラ整備

民間活動による
持続的探査

重力天体探査
技術の実証

2020 2040

LUPEX 推進薬プラント

©TOYOTASLIM

かぐや

有人与圧ローバ

実証ミッション

© NASA

© JAXA

月面有人拠点
© JAXA

通信・測位

Omotenashi

EQUULEUS
ゲートウェイ生命維持・補給

超小型月探査機・衛星

日本/JAXAの月探査：JAXA長期的ロードマップ

有人与圧ローバ

月面輸送ミッション



今後に向けて
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今後の方向性：国際宇宙探査シナリオ
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©JAXA/TOYOTA
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探る

建てる

住む

作る

活動する

有人宇宙滞在技術

宇宙輸送技術

無人探査技術

JAXAが獲得してきた技術 民間が得意とする技術

国際協力による効率的な推進 学術界との連携

今後の方向性：民間連携ー役割分担



月面離着陸船
・月面で生成された酸素、水素を使ったエンジンシステム
、極低温推進剤の断熱技術を研究中。

月周回ステーション
(Gateway)

月面居住施設
・建設業者やハウスメーカが、スマートハウス建築技術や軽
量断熱材料研究などを検討中。
・食品業者が保存食技術等で宇宙食開発を検討中。

月面有人与圧ローバ
・JAXA/産業界の共同研究において、月面
走行技術、燃料電池開発研究等に取り
組み中。
・有人与圧ローバが拓く月面社会に関する
勉強会を開催中。

月面多目的軽量建機
・建設業者が軽量化建機システム技
術などを検討中。

月面無人探査ローバ
・民間や学術界が開発する小型ローバの活用による、多面探査・三
次元探査・サンプルリターン等も視野に検討中。

月面通信塔・通信局
・通信事業者が、月・地球間通信インフラ構築
や光通信技術などを検討中。

月面発電施設
・太陽電池メーカが、次世代 太陽
電池デバイスや小型軽量・高効率
電源技術を検討中。

月面資源利用プラント
・建設業者やプラント業者が、 無人
遠隔施工技術や水素・酸素 生成
プラントなどを検討中。

月面植物工場
・先端農業関連企業や農林系大学
が植物栽培システムや閉鎖系環境循
環技術など検討中。

月周辺小型衛星インフラ構築

・大学研究室や通信事業者が小型・超小型衛星を 活
用した測位・観測・通信インフラ構築を検討中。

通信業界

エネルギー業界

建設/ﾌﾟﾗﾝﾄ業界

建築業界

自動車業界

製造・電気業界

農林・食品
研究企業

共同開発

建設業界

船外宇宙服
現状、国際協力を前提で検討中。

検疫

医療・健康業界

月面活動（調査/エンタメ）
VR技術やソフトウエア技術により調査を行
うとともに、エンターテイメントに活用する。

IT/ゲーム業界

宇宙探査イノベーションハブの枠組みなど企業の参画推進野ほか、各省連携による将来の月面活動に必要となる技術の研究開発などの計画されている。
月への補給サービス

・HTV-X改良型での月への補給能力獲
得により将来のサービス調達も視野。

ロケット
・H３改良型やイプシロンによる月への輸送
技術の獲得、相乗りサービス提供を検討中。

今後の方向性：2030年代以降の月面活動イメージ



建設

移動手段

食料生産

企業との共同研究宇宙探査イノベーションハブ J-SPARC

アバター(遠隔存在技術)
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AVATER-Xには30以上の社・団体が参加。

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾊﾌﾞには100以上の社・機関が参加。

食卓（SPACE FOODSPHERE)

Space Food-Xには50程度の企業が参加。25

霧のいけうち

©JAXA/ TOYOTA

今後の方向性：民間連携－持続的な探査へ



26

企業価値
（時価）

成長段階

国の主な支援策

事業化
（上場、M&A）

事業化

スタートアップ段階

成長段階

専門人材プラットフォーム（S-Expert）【内閣府・経産省】 衛星データのオープン＆フリー（Tellus）環境整備【経産省】

宇宙ビジネス発掘・育成
（S-Booster）【内閣府】

投資マッチング・プラットフォーム
（S-Matching）【内閣府・経産省】

スペース・ニューエコノミー創造
ネットワーク（S-NET）【内閣府】

実証事業・技術支援
衛星リモセンデータ利用モデル実証・みちびき実証【内閣府】

Tellus利用促進実証【経産省】

政府系機関によるリスクマネー供給

宇宙開発利用大賞【内閣府等】

宇宙関連2法

民間からの新たな調達

JAXA認定ベンチャー起業支援

宇宙産業人材の確保／人材育成プログラム

宇宙イノベーションパートナーシップ（J-SPARC）の推進

民間事業へのリスクマネー供給促進

潜在的参入企業掘り起こし／相談窓口
マッチング・イベント／地方自治体連携

軌道上実証機会の拡充

宇宙探査イノベーションハブ

今後の方向性：民間連携ｰ事業化
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・人類が宇宙に進出して60年。

・今後20年で人類の宇宙活動が発展。

・特に地球周回軌道、月面での有人活動が進展。

・その中で、民間の役割が増大。

・地球周回低軌道は今後民間が主体となる。

・月探査は当面宇宙機関が推進するが、初めから民間が参加。

・宇宙機関はさらに火星を目指す。

終わりに
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ご清聴ありがとうございました
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